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要　　　　　旨

　日本において大学観光系学部はその歴史が比較的浅い。しかし新しい分野であるだけに大学教
育の専門性を産業界に意識づけるよい機会となる可能性がある。
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は　じ　め　に

　現在は200を超える大学において、「観光」について学べるようになった。古くは1960年代の東
洋大学短期大学における観光学科に始まり、1998年の立教大学観光学部に続き、21世紀に入って
からはその数が激増している。これは2003年のビジット・ジャパンキャンペーンなども影響して
いると考えられる。これらの観光系学部を有する大学の前身となったのが観光系専修学校1）であ
る。1976年に短大と同格の資格が与えられるようになってから人気が出たようである。
　専修学校が主として人材育成を行っていた時代は、求められたのは即戦力としての現場部門の
働き手であった。しかしながら、観光業の人材は観光系専修学校のみならず、大学から専攻を問
わず採用されている。日本の観光系学部から実際に観光業界に就職する学生はわずか12.2%に過
ぎない2）。さらにホテルなどの幹部職員はほとんどが大卒であり、専修学校（専門学校を含む）
出身者が管理職になれるようになったのは、例外的事例はあったものの、21世紀になってからで
あると言われている。現在は大卒と専修学校卒を分けて採用するホテルが大多数であり、その求
められる役割が分担されるようになっている。従って、観光業界を志望する学生はまず進学先選
択からしっかりと考える必要がある。ホテルを事例に考えると、２年制の専修学校の場合、カリ
キュラムのほぼ50％が現場実習で占められている。座学と実習の組み合わせにより即戦力人材を
育成するのが専修学校の役割である。また、観光系専門学校では２年次の後半６か月は就職内定
先に実習生として研修を受けさせることで単位付与を認めている。つまり専修学校は現場実習を
しっかりさせることで大学との差別化を図っている。
　問題は受け入れ先の観光業界がこれら専修学校と観光系大学とのカリキュラム内容の違いを理
解して採用に生かし切れていいない点にある。また大学側が業界に積極的にアピールしていない
点も問題である。一方で地方自治体が町おこしに産学連携と称し、観光系大学を巻き込むプロジ
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ェクトを立ち上げることがトレンドとなっている。大学PRにつながるプロジェクトであり、ま
た自治体は人件費の節約の観点からも学生と協働することを望んでいる。学生は就職活動の「売
り」として自治体の「町おこし」に参加する傾向にある。この傾向はインターンシップ制度とも
リンクしている。
　本稿においては、まず日本の大学観光系学部のカリキュラムを事例として業界との関連性を考
える。次に海外における大学観光系学部カリキュラム比較検討研究を概観する。最後に今後の大
学観光系学部が目指す方向性を探ることとする。

1.　わが国における大学観光系学部カリキュラムの現状

　前述のとおり、観光系学部の歴史はまだ浅く、専修学校との明確な役割分担がないままに観光
系高等教育機関に所属する学生は学んでいるのが現状である。その背景には学生が希望する就職
先、学校経営の目玉商品としての学部の存在がある。とりわけ学生があこがれる航空会社などに
どれだけ多くの学生を輩出したかがその大学の学生募集に影響するからである。女子にいまだに
人気のあるキャビンアテンダント職にしても、すでに日本の航空会社は「職種変更能力を兼ね備
えた人材」を採用する傾向にある。これは、航空業界は世界情勢、国内外の需要、自然災害など
が業績に直結し、人件費の最も大きな比率を占める客室乗務職員の数を維持すること自体が企業
の屋台骨を揺るがしかねないからである。外資系エアラインのように一気にレイオフに転じるこ
とは難しい。
　旅行業界においては2018年４月にJTBが分社化を廃止し、統合に踏み切った3）。これは旅行代
理店としての本来業務が終焉を迎える第一歩と捉える向きがある。エージェントが必要とする分
野は主として法人であり、オンライン手続きが複雑な分野のみである。つまり個人客としてもＩ
Ｔを使いこなせない「現在」の高齢者であり「将来」の高齢者ではない。インバウンド客が増え
たと業界は手放しで喜んではいるが、ふたを開けてみると外国資本の航空会社、ホテル、旅行会
社他土産物店レストランで構成されるツアー客に過ぎない可能性がある。
　観光業界は刻々変化する業界であり、この変化に対応できる能力を養成することが大学に求め
られていると考えられる。業界をつねに細分化し、分析し、かつ俯瞰能力を適宜発揮しながら狭
い日本のみならず世界的視野で概観できる力が求められている。

1-2.　A大学観光学部カリキュラム
　ここにある大学の専攻領域に関する科目を掲示する。
少々長大なデータではあるが、現在の業界および学生のニーズに対応するとこのようになるとい
う典型的なカリキュラムである。つまり学生の「楽しそう」と業界の「即戦力」に呼応した結果
である。しかしながら、本来大学観光系学部カリキュラムに最も求められているのは「業界を俯
瞰できるマネジメント力」である。この点を常に念頭においておかないと、後述する世界と闘う
戦力として活躍できないのである。【図１】～【図３】4）は学生の将来像を具現化するにはわか
りやすい科目が網羅されている。大学観光系学部カリキュラムに求められるのは次の要素であ
る。

１．業界を俯瞰できる分析力
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２．各業界の現状および将来性の把握
３．地域行政と各業界をリンクできる力
４．IT分析力
５．接遇コミュニケーション力をイールドにつなげる力
６．世界中で闘える語学力

　このように概観するとこれら１～６の要素は大学観光系学部でなくとも醸成できることに気付
く。これでは大学観光系学部の存在意義にもかかわる問題となる。これらの要素をいかに観光業
界分野に生かすかを学ぶカリキュラムに編成することが重要である。百花繚乱の科目は学生にと
り大変魅力的であり、将来へのモチベーションにつながることは容易に想像できる。
　前述の１．業界を俯瞰できる分析力　２．各業界の現状および将来性の把握　を観光分野で学
ぶには図３の「財務諸表」「簿記会計論」を徹底して学び、財政状況を把握する力を養成しなく
てはならない。また、地方自治体と関わる分野であれば、それぞれの行政における条例を観光産
業と結びつけて学ぶ必要がある。さもないと３．地域行政と各業界をリンクできる力　は身につ
かない。４．IT分析力　を学ぶには、例えば　図１の「国際航空運賃」は講義ごとに各自のPC
で分析しながら各航空会社の航空運賃、LCC航空運賃につなげて学ぶことが理想的である。恐ら
く「国際航空運賃」は国家資格を意識しての科目設定と思われるが国家資格取得はむしろ課外講
座、エクステンションセンターの領域であろう。５．接遇コミュニケーション力をイールドにつ
なげる力　６．世界中で闘える語学力　にしても実際の資格取得、語学力アップに関しては徹底
した課外講座、エクステンションセンターで学生は各自努力をする必要がある。図２の「女将・
総支配人論」「総合ホスピタリティ論」「サービスイノベーション論」などは、業界の一般的「グ
ッドサービス」との関連を論じると考えられる。しかし、このような科目においてもそれぞれの
事業所のどのようなサービスが顧客満足向上、リピーター増加につながるかなどを分析する研究
をする機会にすることが重要である。また実際にそれぞれの現場でのリサーチが求められる。
　最後に語学力に関しては、単純にTOEICスコアに一喜一憂している場合ではなく、実際に海
外でのインターンシップで１年以上の研修期間で初めて身につく語学力レベルを目標にすべきで
ある。ベーシックな要素をしっかり観光分野にからめて学び、国内外の研修を含む徹底したフィ
ールドワーク、長期インターンシップを義務付けることで学生は各段に成長する。短期語学学習
は確かに魅力的だが、長期留学およびインターンシップのためのヴィザ取得語学研修にそのエネ
ルギーを割くことがむしろ「闘える」語学習得には近道であろう。

2.　海外の大学観光系学部カリキュラム

　前項では日本の大学観光系学部を概観したが、本項においてはアメリカを代表する観光系学部
を有するコーネル大学ホテルマネジメント学部のカリキュラムを探る。
　下記はCornell SC Johnson College of BusinessのSchool of Hotel Administrationにおける専門
分野を紹介する5）。スタートは1922年でありアメリカ初のホスピタリティマネジメントに特化し
た大学である。とりわけホテル業界のマネジメントクラス養成を目的としており卒業後はマネー
ジャーとしてのキャリアをいきなりスタートさせる学生もまれではない。この点が日本の観光系
学部卒業生と大きく違う点である。専門分野に関しても財務、人事管理に重点が置かれており明
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【図1】
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【図2】
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【図3】
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らかに経営学系の学部であることがわかる。
Concentrations（5）

•　Finance, Accounting, and Real Estate　Tracks include: 
o　Corporate Finance/Financial Consulting
o　General Financial Management
o　Hospitality Controllership
o　Security Analyst/Investment Banking
o　Design
o　Development

•　Hospitality Leadership Concentration　Tracks include: 
o　Human Resources
o　Law
o　Managerial Leadership
o　Entrepreneurship

•　Services Marketing and Operations Management　Tracks include: 
o　Beverage Management
o　Corporate Food and Beverage Operations
o　Information Systems Management
o　Revenue Management
o　Services Marketing Management
o　Specialty Operations

　日本の大学観光系学部はいまだに社会学部系であるのか、経営系であるのか判別しにくい場合
が多い。しかし、アメリカはもとよりアジアにおいてもほとんどが経営系学部として観光系学部
は位置付けられている6）。
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　さらにインターンシップの位置づけであるが、コーネル大学では800時間に及ぶ経験が義務付
けられている。アメリカの場合ほとんどが有償（最低賃金）インターンシップであり、無償が原
則の日本とは学生のモチベーションに当然差が出てくることは否めない。さらに海外の大学は期
間が長く、十分に単位に反映される点も大きく違う点である。将来学部卒業生がアメリカの大学
院を目指すことを考え、経営学系観光学部にカリキュラム編成を見直すことが求められる。

３．将来求められる日本の大学観光系学部カリキュラム

　最近ある日本の外資系ホテルの人事担当者が次のように嘆いていた。「中国でエリア担当者会
議があったのですが、日本は蚊帳の外でした。」これは何を意味するかしっかりと今考えなけれ
ばならない。
　2020年開催の東京オリンピックは確かに観光業界における明るいニュースではある。しかし、
国際競争は明らかに激化している。外国人観光客が3,000万人突破は時間の問題と言われている
が、その分析およびオリンピック後の業界の成長をどのように考えるかが大きな課題である。加
えて学部卒業生の進路が不安定である。矢嶋によると、大手旅行会社は採用時に観光系学部生を
全く意識していない。その原因としては業界が期待する能力（経営能力など）と大学のカリキュ
ラムが一致していない」といった意見がある（7）。
　今後は、まず大学として何を目指しているかを明確にし、世界の観光系学部の流れである「経
営系」を主体としたカリキュラムとして見直すべきであろう。さらに大学側としては目指す領域
を明確にしたうえで、進学を目指す学生にその指針を入学以前に伝えるべきである。一方で業界
との連携を深め、業界のニーズを常に捉えながら学部を運営しなくてはならない。日本において
は新しい研究分野だけに、これから期待できる学部であることは間違いない。大学としても日本
の観光業界に大学で学んだ研究領域を学生が業界で生かせるような働きかけがさらに重要にな
る。さもないと衰退する「旅館業界」の追随となってしまう恐れがある。
　大学観光系学部は、日本の観光業界の立て直しに貢献できるような教育内容を、構築すること
が肝要である。

お　わ　り　に

　以上業界に対する教育機関としての大学観光系学部の在り方を、カリキュラムを中心に述べて
きた。学部運営との様々なディレンマはどの大学においても存在するが、高等教育機関である大
学での研究成果を業界に生かしてほしいと願うのは当然である。しかしながら、観光業界に限ら
ず、日本の産業界は学部の専門性を重要視していない。どの企業も学生募集要項にあるのは「学
部問わず」である。従って新しい学部である観光系学部がその先鞭をつけるべくしっかりとした
大学教育を行うことが日本の大学教育の新たな展開の糸口とさえなり得るのではないだろうか。
まずは、学生との日々の研究を地道に進めることがその第一歩である。
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